
 

ドローン画像を活用した施業提案書等の林業普及指導員の支援の取組み 

～ スマート林業の地域への普及・定着を進めるために ～ 
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要旨 

長野県大町市常盤地域の森林組合の森林整備計画団地（600ha）で、樹種判別を行い易い紅葉時期 

（11 月）にドローンで約 30ha（２時間/日×２回の飛行）を撮影しました。その一部 13ha を正射変換

しオルソ画像にして、針葉樹の資源量（3,993 本の樹種、樹高、胸高直径、材積量）と位置情報（立

木・森林作業道）を人力での毎木調査より３割削減して把握し、施業内容及び効率的な伐出方法の検討、

伐出経費・木材販売益の算出を行いました。 

また、公図や林地台帳等の既存情報にオルソ画像を合わせて森林の所有境界を推定し、所有者の現地

立会等による境界確認を行いました。これらの経過を経てオルソ画像や地図に所有林の位置を示すと共

に地上から撮影した所有林の現況写真、これからの山づくりに向けた考察、施業内容等を加えて説得力

のある所有者毎の施業提案書を作成し、施業承諾を得て 15 名・11ha の集約地に取り組んだ森林組合へ

の林業普及指導員の精力的な指導・支援の取組みを報告します。 

 

はじめに 

長野県では、充実した森林資源を活かし、施業地の集約化等による収益性の高い林業を進めるため、

県内の意欲と能力のある林業経営体（以下、「林業経営体」という。）等に「ICT を活用したスマート林

業（以下、「スマート林業」という。）の導入」を支援しています。令和７(2025)年度までに県内の林業

経営体の大多数が「スマート林業を実践できる体制」を整えることを目指しており、スマート林業の地

域への普及・定着が課題となっています。 

県では、スマート林業構築普及事業等を通じて、林業経営体への機器やソフトウェア、システム導入

等の ICT 機器の購入等にかかる経費補助（1/2 以内 上限 100 万円/事業体）のほか、木材生産及び流通

の効率化、省力化、品質向上、職場環境や安全性の向上等の林業が抱える諸課題を解決するため従来か

らの林業技術に加えて、スマート林業を活用するための技術普及を進めています。 

技術普及として、県が開催する研修会や現場課題に応じた林業普及指導員の指導・支援を通じて、 

適切なスマート林業技術の選択や組み合わせ、効果的な実践方法・効率的な使い方等を林業経営体と 

一緒になって考え、地域の課題解決を図り、森林整備の推進に向けた取り組みを行っています。 

 

１ 地域の現状と課題 

長野県北アルプス地域振興局管内(１市１町３村)

は、北アルプス東山麓の糸魚川－静岡構造線が走る

脆弱で地質の急峻な地形に位置（図１）し、令和３

年の人工林率は県平均の 50%の半分程度の 27.5%、

13,802ha となっています。 

管内の森林は、育林段階から木材利用段階に移行 

しつつありますが、多雪地帯の影響を受け植栽木の

生育や形質に差があること、人工林のまとまった面

積が少ないこと、近年の立木価格の低迷等による森

林所有者の整備意欲の減退や所有形態が小規模零細 

 

 □長野県北アルプス地域 

 □大町市 
 ●常盤団地 

図１ 位置図 



 

かつ分散所有されていること、林地の地籍調査の進捗率は３％であること等、人工林を伐って～使

って～植える循環施業や集約化を進めにくい地域ではありますが、ドローンによる森林資源量等の

把握や画像データを用いた集約化の取組み等、課題に応じたスマート林業を活用し効率的な施業に

取り組みはじめ、また、管内の７割を占める広葉樹を活かした森林づくりを進めている地域です。 

この他、管内の林業労働者数が 89 名と漸減しており、森林経営管理法等による林業経営を進める 

林業事業体の育成、特に中核的担い手となるべき北アルプス森林組合（旧 大北
たいほく

森林組合 以下、「森

林組合」という。）の体質強化が課題となっています。 

 

２ 長野県内及び大町市常盤地域における林業普及指導員等の指導・支援の経過 

平成 30 年度から始まった国のスマート林業実践対策事業に長野県が参画（平成 30 年度から令和２年度）

し、協議会「スマート林業タスクフォース NAGANO」を設立しました。 

  協議会メンバーは、長野県、県内の市町村、林業事業体、信州大学、長野県森林組合連合会（以下、

「県森連」という。）、企業で構成し、ICT 機器等の導入支援や使い方の研修会等を開催して県内の林

業事業体等にスマート林業の実践、普及を進めました。 

  本事業を活用して県森連がオルソ化ソフト等を導入したことから、早速、林業普及指導員より大町

市常盤地域の森林組合の森林整備計画団地にスマート林業技術のひとつであるドローン（UAV）を活

用して調査を行うことを県森連に提案し、調査を進めました。 

 

３ ドローン画像から得られた森林情報と活用内容 

長野県大町市常盤地域で森林組合が

600ha の森林整備団地を計画し、順次整備

を進めています（図２）。  

計画地内の南部から松枯れが北上し、

早期発見、効果的な防除が求められてい

ることから図２の赤枠内のアカマツを中

心とした約 13ha の森林（写真１）から森

林整備を実施していくこととしました。 

最初の取組みとして、写真での樹種判

別を行い易い紅葉時期に、県森連のドロ

ーンで約 30ha を撮影（１日当たり２時間

×２回の飛行）し、ドローンで撮影した

写真画像（図３）（以下、「ドローン画像」

という。）を正射変換して森林 GIS 上で使

えるデータに加工し、広範囲な森林の正

確な情報を「見える化」し、次ページの

記載のように活用しました。 

 

 

 

 

 

 

図２ 大町市常盤地域の樹種区分部 
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写真１ ドローンで撮影した大町市常盤地域  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 既存の情報＋ドローン画像＋現地調査による森林所有者への境界の確認方法 
 

これまでのやり方は左の森林計画図、森林簿等の既存のデータを公図に書き入れて、現地立会いを

つうじて所有境を特定する方法が一般的でした。今回、オルソ画像やＣＳ立体図も境界の判断資料に

加えて、森林組合の職員と現地に境界を再現・仮設定して推定境界線を有効に判断することができま

した。 

右の既存の確認方法と比較して立木の分かり易さは一目瞭然です。 

ドローン画像を活用できる内容 

・施業種の検討                       ・松枯れ木の特定 
 
・境界の明確化の検討             ・所有林の位置等の説明資料    
 

・地上調査の補完図にも活用でき調査の効率化・迅速化が図れる。 

ドローン画像のメリット 

・視覚的に広範囲の森林を捉えることができる。 
 

・微地形表現図や地形図等と併せて森林 GIS で様々な活用が図れる。 

既存の方法との比較 

森林簿の樹種を記入 → 精度は高くない。 

森林簿は単層林のアカマツ,カラマツだ

が、アカマツ、カラマツ、広葉樹等が 

混交している。ドローン画像を活かす 

ことで精度が上げられた。 

航空写真の画像（緑色の濃淡や樹冠で判読） 

緑色の濃淡で樹種判読はある程度可能  
だが、混交林では非常に苦労する。 

図３ オルソ化したドローン画像 



 

また、針葉樹と広葉樹の境界等、林相の識別し易いオルソ化したドローン画像（図３）を森林所有

者に示すことで、現地立会を行わなくてもいい所有境もありました。 

一方で、現地立会を希望される所有者もおられましたので、希望された所有者と立会いを行い、現

地での境界確認や微修正を行いながら、より正確な境界確認を行うことができました。 

 

４ ドローン画像を基に立木の材積等の単木情報を解析して得られた情報と活用内容 

今回、協議会メンバーの信州大学認定ベンチャー企業の精密林業計測株式会社にドローン画像を基

にした単木情報の解析を委託して、樹種別に単木毎の材積等の森林資源データを把握（表１、表２）

しました。委託は、資源データを基に施業方法の立案・効率的な伐出の検討を目的に実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 林相識別図による精密な毎木解析（樹頂点入り） 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

調査結果は、表１のように調査範囲の 1 本ごとの立木の位置情報、樹種、胸高直径、樹高、材積

を正確に把握できました。表２は、表１を樹種別に集計した表です。このように、広範囲の森林情

報を効率的に精度高く得ることができました。 

委託した対象面積は 13.65ha、直接経費で 53 万 2 千円、１ha 当たり３万９千円で針葉樹の毎木

データを取得することができました。今回の調査地では、地上調査による毎木調査と比較して、調

査費として約３割の削減が可能となりました。 

表１ 単木資源情報（樹種毎に把握） 表２ 樹種別集計表 

調査範囲の立木の位置情報（X，Y）、樹種、胸高直径（cm）、樹高（ｍ）、材積（ｍ3） 

森林資源量の把握   



 

写真２ アカマツ林の樹種転換を検討した現場写真 

５ 森林施業方法の検討 

森林所有者や地元では松枯れ被害が管内を北上していることに強い危機感を持っていました。 

また、アカマツが枯れる前に材として有効活用を図ってほしいとの強い要望もありました。 

地元の意向を踏まえて、森林組合と林業普及指導員が施業方法について、現場調査とドローン画像

より検討しました。 

今回、ドローン画像及びその解析で得られた樹種ごとの位置情報や混交状況、成立本数や形状比等

も含めた検討の結果、アカマツは樹種転換を行うこととし、カラマツは形状比が高く残しても風倒木

になる可能性が高いことなどから、全木伐採して再造林し更新することが最適と判断しました。 

また、樹種別材積や既設森林作業道の位置を把握することで、事業費の算出・木材の販売益等を精

度高く算出でき、造林補助金の活用、森林所有者の負担・還元金等も検討することができました。 
 
                                  表３ 経費算定表（13.65ha で算出） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

６ 森林所有者への施業提案に向けた ICT 技術を活用した成果 

① ドローン画像を活用することで森林資源情報・地理情報を詳細かつ効率よく入手できました。 

② 既存の情報と合わせドローン画像や CS 立体図等の微地形表現図を活用することで、比較的スム 

ーズに境界の明確化が図られました。 

③ 詳細な立木配置、本数、材積等の資源量が詳細に把握できたことから、精度の高いデータに基づ

いた今後の施業方針が立てられました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 3 年度

(A)

事業費等概算見積　算出条件

国庫補助名 松林保護樹林帯造成事業

はい積手数料

皆伐事業　　概算見積表
現場名： 大町市　常盤

事業年度：

680

査定計数

県 費 補 助 金

小 計

税込み

1,284,293

生産物処分委託料
（ 運 材 費 ）

税抜き

補助率 19/70

-

円／ｍ
３
（税別）

市場手数料 ％（税別）

収　　入（円）

4,728,293 5,159,000 △ 430,707

7.5

区　　　分 支　　出（円）

3,444,000

5,159,000

国 庫 補 助 金

造

林

事

業

造 林 事 業 委 託 料
（ 造 林 費 ）

補助率 51/70

備　　考差し引き（円）

税抜き

710,000

椪 積 手 数 料 234,613

市 場 手 数 料 151,325

税抜き

税抜き

税抜き

木 材 販 売 額 2,017,676

木 材 販 売 額 * 係 数 1,955,108

（A)*1.10

小計 1,955,108 1,095,938 860,000

立

木

評

価

額

合 計 5,674,293 5,159,000 515,293

税抜き
（千円止め）

伐 倒 木 評 価 額 946,000



 

写真３ 研修風景写真     写真４ 森林作業道開設の留意研修    写真５ 広葉樹の利活用研修 

７ ドローン画像等を活用してできた施業提案書 

今回、新しい ICT 技術を実践・活用したことで、詳細な森林情報等を活かして施業種の検討内容や

所有林の位置が分かりやすく示した施業提案書を効率よく仕上げることができ 15 名、11ha の承諾が

得られました。森林組合では、令和４年３月末から施業に取り掛かる予定です。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図６ 施業提案書 
 

８ 森林組合における波及効果 

県主催の研修等を通じて森林組合職員がスマート林業の有効性を認識し、大町市常盤の成功事例等

を参考に他の計画地でも集約化に取り組み、施業同意団地が２団地から５団地に増えました。また、

現在も複数地区で団地化を進めています。 

このようなスマート林業を用いた成果が組合内でも目に見える形となって波及し、職員自ら積極的

に動き出したことが一番の成果です。 

森林組合では、令和３年度にドローンや GNSS 機器を導入し、令和４年度には、オルソ画像の変換

ソフトや日報管理システムの導入等、スマート林業に向けた取組みを更に進めることとしています。 

 

９ 地域の林業技術力を高めるための研修 

 当管内では、平成 27 年度から地域の林業技術力を高めることを目的に林業普及指導員による定期

的な研修を市町村の林務担当職員や林業事業体向けに行っています。研修内容は、地域で課題となっ

ているテーマを取り上げ、森林経営計画の作成から認定、森林経営管理法、広葉樹を活用に向けた取

組み等を行ってきました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

令和２年度からはスマート林業の研修も取り入れています。 



 

下の写真は、地域の事業体にもスマート林業の導入を図っていくため、丸太検知アプリのデモ機を

使って、「今やってる作業が楽になる」ことを、自ら手を動かして体験してもらい、その効果が分か

るように工夫した研修です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 今後の取組むべき内容 

 これらの研修を通じて、当管内の市町村や林業事業体でスマート林業の活用・導入・普及が一定程

度進んできておりますが、ICT 技術を日常的に扱えるまでの技術習得までは至っておりません。 

林業普及指導員や県森連が現場での指導や実務者研修の継続、研修内容の更なる充実を図り、日々

進化する ICT 技術を理解し、最大限に利用していくことで、課題を一つ一つ解決していきたいと考え

ています。 

特に力を入れて取り組んでいきたい内容は、次の３点です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

さいごに 

林業労働力が限られるなか地域の森林整備を進めていくためには、ICT 技術を用いて森林資源情報

を高精度に把握し施業地の集約化を進め、従来からある様々な林業技術にスマート林業を組み合わせ

て、記憶や経験に頼る林業から「データに基づく森林整備や管理に転換」していくことが重要と考え

ています。 

特に、森林情報の高度化は、地域の特徴である広葉樹の活用やこれまであまり整備が進んでこなか

った混交林等も含めて地域の森林資源を最大限に利活用していくことにつながることから、効果的に

スマート林業を用いていくことで、数年先まで人員・機械配置等を具体的に計画することが可能とな

り、当管内においても戦略的な森林整備を進めていくことができると考えています。 

スマート林業に関することは、林業普及指導員も初めてのことが多くありますが、現場の課題に応

じた適切な技術の選択や組み合わせを現地で一緒になって考えたり、林業普及指導員のネットワーク

をうまく使って解決していきたいと考えています。 

そうした実践的な支援、技術の普及を林業普及指導員として地域に入って、次のスライドの①から

④の課題解決に取り組み、地域の森林資源の循環が進むよう、これからも熱意をもって取り組んでい

きたいと考えています。 

 

写真６ 木材検収システム（タブレット端末での木材検収）          写真７ 従来の手検知との比較・検討  

   ① 広域的・長期的な視点が必要となる市町村森林整備計画・森林経営計画の作成に活用を  

図っていくこと 

  ② 森林経営管理制度に基づく意向調査の実施や集積計画の作成、施業の実施を進めるための  

有効な調査手段として活用していくこと 

  ③ 主伐・再造林に向けて地形、地質等の把握精度を高め災害発生の回避に活用していくこと 
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